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助成金申請に係る団体の負担軽減のために申請・審査方法を見直すことは、申請書のチェックやヒアリング準備を行う
市職員の業務負荷の軽減にもつながるため、申請書の内容、審査方法の簡素化について検討していく。

令和７年度 詳細評価シート
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事務事業名 市民活動推進事業 事業期間 平成１７年度
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小牧市まちづくり推進計画
（R5年～R8年） 自治体経営編

基本
施策

30
展開
方向

市民の市民活動への参加促進や市民活動団体の支援を行うため、令和2年9月にオープンした市民交流テラスワクティブこまきを通じて、協働の意義や必要性を啓発するとともに各種講座や協働交流会を開催す
る。また、市民活動助成金と協働提案事業化制度により団体の育成、活動の活性化を支援する。
（根拠法令等）
平成9年度　特定非営利活動促進法、平成１７年度　市民活動推進条例施行　市民活動センター開設・市民活動促進員会設置・市民活動助成金制度開始、平成19年度　「NPOと行政の協働ルールブック（理念編）」
策定、平成22年度　　「NPOと行政の協働ルールブック（実務編）」策定、協働提案事業化制度開始・協働のまちづくり実務者会議設置、平成29年度　協働診断事業実施（～令和元年度）、令和2年度　市民交流テラ
スワクティブこまき開設、令和3年度　地域に還元チャレンジ助成金制度開始、令和5年度　ボランティア情報配信LINE開始（ボランティアマッチングLINE）

～ 令和９年度以降

担当部 健康生きがい支え合い推進部 担当課・担当係 支え合い協働推進課　市民協働係

1

事業の目的・効果

市民活動の活性化と協働による取り組みの充実を図る。

事業概要

■市民活動促進委員会
市民活動の推進や協働の推進に関する調査・研究を行うため、市民活動促進員会を開催する。
■市民活動助成金
市民活動団体が行う公益的な活動の一部を助成する市民活動助成金制度により、市民活動の活性化を図る。
・【ひろげる部門】【つなげる部門】・【地域に還元チャレンジ助成金】
■協働提案事業化制度
協働提案事業化制度を活用し、協働による地域課題の解決を図る
■実務者サポーター向け協働研修
協働のまちづくり実務者会議サポーターが、協働の事例・方法を知り、協働の手法を業務に取り入れられるようにする。

事業の経緯
・

年度計画

1 目 14 大 4 中1 事業区分 その他（評価対象） 款 2 項

事
業
費

項目 単位等 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

その他 0 0 0

0会計年度任用職員 人 0 0

Ｒ6 Ｒ7

直接経費
決算額

財源
一般財源

千円

1,169 1,136 1,194

0

計（Ａ） 1,169 1,136 1,194 1,111

1,111

国・県支出金 0 0 0 0

予算額 千円 2,591 2,789 2,390 2,113 2,084

対前年比 ％ ― 97.17% 105.12% 93.03%

事業費合計（Ｃ＝Ａ+Ｂ） 千円 8,317 8,283 8,342 8,258

人件費（Ｂ） 千円 7,148 7,148 7,148 7,148

人件費 0

0.95正規職員 人 0.95 0.95 0.95

― ―

実績 9 8 7 6
指
標

指標ほか Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

成果指標

Ｒ6 Ｒ7

助成金交付団体数 団体
目標 ― ― ―

―

実績 7 6 6 7

目標 ― ―

事務事業評価による額事業の方向性

E（廃止）業務自体を無くせるか

― ―

0

R（入替・代替）手順や担当を変えられるか

C（結合）作業をまとめられるか

今後の
実施内容

市民活動を促進し、協働によるまちづくりを進めるためには、活動団体の育成や継続的な支援が必
要であり、助成金を活用し市民活動団体の活動が活発化することは公益活動にもつながる見込みで
あることから、事業のボリュームについては維持をして実施する。
ただし、助成金の申請団体数が年々減少していることから、助成金申請に係る団体の負担軽減のた
め、申請・審査方法の簡素化について、助成金が公金であることも踏まえ、市民活動促進員会の意見
を聞きながら見直しを行っていく。

・成果指標にある助成金交付団体数は年々減少してきている。申請を経験した団体へ聞き取りをした
結果、申請書の記載内容の多さや、ヒアリングの準備にかかる負担が大きいとの意見があった。助成
金の申請・審査方法について検討する必要がある。

令和６年度
(1)市民活動促進委員会　7回 　441,920円（費用弁償18,420円含む）
市民活動の活性化に向けた施策の検討、市民活動助成金や協働提案事業の企画提案についての審査等を行った。
(2)補助金等の状況　 6団体　524,969円
市民活動助成金等を広く周知し、助成金申請団体からの申請を受け、企画提案発表会を経て助成団体を決定した。
・市民活動助成金「ひろげる部門」　2団体、「つなげる部門」　1団体
・地域に還元チャレンジ助成金　3団体
(3)協働提案事業化制度採択（R7～）
・市民提案型「きらめき」　2事業
・行政提案型「はばたき」　4事業（EMぼかしは１事業で相手団体が2団体）
(4)実務者サポーター向け協働研修　2回実施（①5/8　43人、②8/20　31人）
協働提案事業化制度の市民提案（R4～R6）によってこまき市民活動ネットワークに委託をして実施。研修受講後アン
ケートにおいて、「この研修を通して、協働についての理解が進み、意識が高まった」との回答が90％であった。

事業の目的の
達成状況

及び
指標の

達成状況

No

No

No

事
業
の
実
施
状
況

S（単純化）もっと簡単にできるか Yes

実施計画事業
評価対象年度

活動指標 市民活動促進委員会の開催回数 回

維　持（改　善）


